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JEL classification: I1，I11, I12，J14. 
                                         
*本稿は，『季刊社会保障研究』誌に掲載予定である。本稿での『国民生活基礎調査』の個票使用
は，財団法人医療経済研究機構の「医療・介護・年金の各システムが経済活動に与える影響に関す




































                                         












































健康に対するするショックの消費への影響を考察した Cochrane (1991), Gertler 
and Gruber (1997), Townsend (1994)がある。Cochrane (1991)は，米国の PSID
（Panel Study of Income Dynamics）を用いて，1980年から 83年への食費4の変
化に対して，健康上の問題による労働日数の損失の影響を推計し，100日以上の欠勤
のある場合（このような健康の悪化が生じる確率は 7.2％）には，消費支出が 11～14％
減少することが示されている。Townsend (1994)は，1975 年から 85 年までのイン
ドの村落世帯を対象にしたパネルデータを用いて，健康状態（病気であった期間の比
率）は消費に有意な影響をもたないという結果を得ている。Gertler and Gruber 
(1997)は，インドネシアの村落世帯のパネルデータにより，1991年から 93年の間に
生じた ADL（activities of daily living）への支障（基本的 ADLについては 2％，





                                         
4  PSID では，消費支出に相当する項目としては，食費しか調査されていない。 




在しており，Strauss and Thomas (1998)により展望されている。また，米国を中

























                                         









  所得：1994年の年間所得 
  健康：1995年 6月 1日時点の状態 
  消費：1995年 5月１ヶ月の消費支出 
















































                                         































                                         





























                                         





























                                         








































































                                         
1 3  学費は，世帯員が学生であるときに支出されなければならず，異時点間の代替が行われにくい消
費項目であり，支出されるときには世帯消費のなかで大きなウェイトを占める。 





























                                         























                                         




























                                                                                                                         
れている。とくに，保険されていないショックの持続性，過渡性の違いが消費・貯蓄にもたらす影
響の対象については，当該論文Ⅲ節に詳しい。 


































                                         
2 1  要介護者の発生の効果と有業人員の減少の効果は，対数所得に対して線形関係にあるので，実数
の変化に対しては非線形の関係にある。したがって，両者の合計の効果である 16％は，
exp(-0.1149-0.2701･0.226) -1 として求められる。 





























                                         



























                                                                                                                         
れやすくなれば，就業機会の喪失圧力を相殺することも期待できる。 
2 4  介護保険の給付範囲は世帯の負担する介護費用をすべてカバーするものではないとともに，介護
サービスの利用には自己負担が求められる。  
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表１ 誰が介護されているか？ 誰が寝たきりか？ 
 
 全サンプル＝15,325世帯 
 要介護者有無  寝たきりの者有無 
 要介護者有り 要介護者無し  寝たきりの者有り 寝たきりの者無し 
世帯数 (%) 124（0.81%） 15201（99.19%）  58（0.38%） 15267（99.62%） 
 内訳（世帯数）   内訳（世帯数）  
要介護（寝たきりの者）が世帯主 20   8  
配偶者 6   3  
世帯主の親が 1人 85   38  
世帯主の親が 2人 1   0  






表２ 要介護者（寝たきりの者）のいる世帯といない世帯の平均 （標準偏差） 
 
 A. 要介護者有無 B. 寝たきりの者有無 
 有り：124家計 無し：15201家計 有り：58家計 無し：15267家計 
世帯可処分所得 (年間,万円) 663.38(342.98)590.04(344.30)625.96 (330.47)590.50 (344.39)
世帯介護総費用 (月間,万円) 3.93 (6.30) 0.00 (0.00) 4.04 (6.10) 0.00 (0.00)
世帯消費支出 (月間,万円) 30.77 (21.03) 29.06 (34.53) 28.45 (15.80) 29.08 (34.50)
世帯消費支出－介護費用 (月間,万円) 26.84 (20.50) 29.06 (34.53) 24.41 (15.11) 29.08 (34.50)
世帯貯蓄額 （万円） * 708.67(879.91)572.31 (719.22) 625 (749.59) 573.22(720.64)
世帯主年齢 57.42 (11.90) 47.24 (13.05) 57.03 (12.80) 47.29 (13.06)
世帯人員数 4.19 (1.19) 3.20 (1.39) 4.31 (1.22) 3.20 (1.39)
世帯子供数 1.10 (0.88) 1.156 (0.99) 1.10 (0.85) 1.16 (0.99)
有業人員数 2.56 (1.01) 1.72 (0.90) 2.52 (0.96) 1.72 (0.90)
持ち家比率 (%) 92.74 62.58 94.83 62.70
世帯主性別=男  (%) 91.13 87.85 89.66 87.87
世帯主既婚率 (%) 83.07 78.86 84.48 78.87
1人以上の親との同居世帯 (%) 79.03 12.38 81.03 12.66
学生がいる世帯 (%) 19.36 18.55 18.97 18.56
施設等入居者がいる世帯 （%） ** 1.61 0.46 3.45 0.46








被説明変数： 世帯（年間）可処分所得 （自然対数値）      
 A: 要介護の指標を 
用いた場合 
 B: 寝たきりの指標を 
用いた場合 
世帯人員数（自然対数値） 0.1937 (0.0187) ***   0.1940 (0.0187) ***  
世帯主年齢 0.0442 (0.0019) ***   0.0443 (0.0019) ***  
世帯主年齢 2乗 -0.0004 (0.0000) ***   -0.0004 (0.0000) ***  
世帯主性別 0.2672 (0.0155) ***   0.2670 (0.0155) ***  
既婚か未婚か 0.1207 (0.0161) ***   0.1208 (0.0161) ***  
子供数／世帯人員数 -0.0949 (0.0339) ***   -0.0961 (0.0339) ***  
同居親数／世帯人員数 -0.4260 (0.0480) ***   -0.4326 (0.0478) ***  
所得人数 0.2701 (0.0053) ***   0.2700 (0.0053) ***  
最多所得者企業中規模 0.2126 (0.0099) ***   0.2125 (0.0099) ***  
最多所得者企業大規模 0.4058 (0.0093) ***   0.4056 (0.0093) ***  
要介護者(寝たきり)がいるか否か -0.1149 (0.0424) ** *   -0.1534 (0.0613) **  
定数項 3.8045 (0.0655) ***   3.7694 (0.0668) ***  
調整済み決定係数  0.4723    0.4703  
サンプル数  15325    15325  
        
・括弧内の値は標準誤差を示す。 









表 ４ 厚生関数の推定 
 
       
（A） 被説明変数： （総消費額－介護コストの総額 ）の自然対数値     
 A: 要介護の指標を 
用いた場合 
 B: 寝たきりの指標を 
用いた場合 
世帯人員数（自然対数値） 0.2320 (0.0200) ***   0.2332 (0.0200) ***  
世帯主年齢 0.0038 (0.0004) ** *   0.0039 (0.0004) ***  
世帯主性別 -0.0355 (0.0175) **   -0.0349 (0.0175) **  
既婚か未婚か 0.1358 (0.0171) ***   0.1354 (0.0171) ***  
子供数／世帯人員数 -0.0750 (0.0348) **   -0.0777 (0.0348) **  
学生の有無 0.1549 (0.0113) ***   0.1545 (0.0113) ***  
同居親数／世帯人員数 -0.0197 (0.0490)   -0.0204 (0.0488)  
施設等入居者の有無 -0.0121 (0.0592)   -0.0206 (0.0592)  
最多所得者企業中規模 0.0387 (0.0115) ***   0.0385 (0.0115) ***  
最多所得者企業大規模 0.0574 (0.0125) ***   0.0579 (0.0125) ***  
要介護者(寝たきり)がいるか否か -0.2429 (0.0460) ***   -0.3380 (0.0665) ***  
世帯推定所得 0.2311 (0.0178) ***   0.2299 (0.0178) ***  
定数項 1.1933 (0.0883) ***   1.1996 (0.0883) ***  
調整済み決定係数  0.2260    0.2256  








（B） 被説明変数： 持ち家ならば 1，それ以外は 0となる変数 
 A: 要介護の指標を 
用いた場合 
 B: 寝たきりの指標を 
用いた場合 
世帯人員数（自然対数値） 0.3711 (0.0280) ***   0.3706 (0.0280) ***  
世帯主年齢 0.0172 (0.0005) ***   0.0172 (0.0005) ***  
世帯主性別 -0.0541 (0.0187) ***   -0.0540 (0.0187) ***  
既婚か未婚か -0.0335 (0.0209)   -0.0335 (0.0209)  
子供数／世帯人員数 -0.3372 (0.0467) ***   -0.3367 (0.0467) ***  
学生の有無 0.0587 (0.0119) ***   0.0588 (0.0118) ***  
同居親数／世帯人員数 0.8618 (0.0691) ***   0.8542 (0.0688) ***  
施設等入居者の有無 0.2560 (0.0398) ***   0.2561 (0.0397) ***  
最多所得者企業中規模 0.0117 (0.0124)   0.0118 (0.0124)  
最多所得者企業大規模 -0.0318 (0.0140) **   -0.0317 (0.0140) **  
要介護者(寝たきり)がいるか否か -0.0709 (0.0739)   -0.0003 (0.1145)  
世帯推定所得 0.2553 (0.0210) ***   0.2551 (0.0210) ***  
対数尤度        -6992.049              -6993.002 
尤度比  6241.17    6239.26  
調整済み決定係数  0.3086    0.3085  








（C） 被説明変数： 貯蓄額 （自然対数値）         
 A: 要介護の指標を用いた場合  B: 寝たきりの指標を用いた場合 
     限界効果     限界効果 
世帯人員数（自然対数値） -0.1675 (0.0875) *  -0.0250  -0.1675 (0.0875) *  -0.0250 
世帯主年齢 0.0289 (0.0017) ***  0.0043  0.0289 (0.0017) ***  0.0043 
世帯主性別 -0.3942 (0.0769) ***  -0.0589  -0.3948 (0.0769) ***  -0.0590 
既婚か未婚か 0.6795 (0.0751) ***  0.1015  0.6797 (0.0751) ***  0.1015 
子供数／世帯人員数 -0.2438 (0.1524)  -0.0364  -0.2448 (0.1525)  -0.0366 
学生の有無 0.0000 (0.0494)  0.0000  0.0003 (0.0494)  0.0000 
同居親数／世帯人員数 0.8701 (0.2147) ***  0.1299  0.8539 (0.2137) ***  0.1276 
施設等入居者の有無 -0.0562 (0.2603)  -0.0084  -0.0467 (0.2604)  -0.0070 
最多所得者企業中規模 0.4249 (0.0504) ***  0.0635  0.4250 (0.0504) ***  0.0635 
最多所得者企業大規模 0.7991 (0.0547) ***  0.1194  0.7994 (0.0547) ***  0.1194 
要介護者(寝たきり)がいるか否か -0.3447 (0.2020) *  -0.0515  -0.4729 (0.2908)  -0.0706 
世帯推定所得 1.0169 (0.0779) ***  0.1519  1.0169 (0.0779) ***  0.1520 
定数項 -2.8122 (0.3867) ***  -0.4201  -2.8093 (0.3868) ***  -0.4197 
対数尤度  -32029.59     -32029.87   
尤度比  2129.28     2128.72   
推定の標準誤差  2.17     2.17   
調整済み決定係数  0.03     0.03   
サンプル数  15325     15325   
下側（貯蓄額=0万）で切断されるｻﾝﾌﾟﾙ数 1404     1404   
上側（貯蓄額=3000万）で切断されるｻﾝﾌﾟﾙ数 501     501   
・表４（I）の注を参照のこと。 
・貯蓄額は階層データであり，各階層の中間値を貯蓄額とした。上側と下側の両方で切断されるため，両側の切断を考慮したトービット分析を行った。 
・限界効果は平均値で評価している。 
